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半額免除制度
保険料の半額が免除される制度です。半額免除された期間
は、65歳から支給される老齢基礎年金を計算するとき、全
額納めた場合の3分の2（全額免除は3分の1）で算定されま
す。ただし半額の保険料を納めなかった場合、保険料未納期
間となります。

全額・半額免除の基準
学生以外で所得が低く保険料を納めることが困難な人が対
象となります。前年所得により本人、配偶者、世帯主のいず
れも次の�または�に当てはまる場合、免除が承認されます。

免除期間が変わります
従来は、4月分から翌年3月分までが免除期間でしたが、

平成14年度からは7月分から翌年6月分までとなりました。
ただし、平成14年度は経過措置として、４月分から平成15
年6月分までの15カ月が免除期間になります。
◇問い合わせ先　�鳥取社会保険事務所（�27－8311）

�保険年金課（�20－3205）

国 民 年 

ー ナ ー コ 

金 

全額免除 

半額免除 

�前年の所得額が次の額以下であること。 

�前年の所得額が次の額以下であること。 

�障害者または寡婦であって、前年の所得額が125万円以下であること。 

�障害者または寡婦であって、前年の所得額が125万円以下であること。 

控除対象配偶者および　　　　　  ※ 
扶養親族の数＋　1　  ×35万円＋24万円 

※単身世帯の場合は24万円 
　の加算はありません。 

Ａ＋Ｂ＋68万円 

雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、
配偶者特別控除額、障害者控除(27万円)、特別障害者控除(40万円)、老年者控除
(50万円)、寡婦〔寡夫〕控除(27万円)、特別寡婦控除(35万円)、勤労学生者控除
(27万円)、肉用牛の売却による事業所得にかかる控除額 

ア)老人控除対象配偶者または老人扶養親族1人につき、48万円 
イ)特定不要親族(16歳以上23歳未満の扶養親族)1人につき、63万円 
ウ)上記に該当しない控除対象配偶者または扶養親族1人につき38万円 
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保険料の
免除制度


